
要請日 平成２４年３月１６日、２６日 担  当 長崎労働局 健康安全課 

死傷災害の増加に対応した労働災害防止要請について 

〈要請の目的〉  

 １．労働災害につきましては、現在第１１次労働災害防止計画（平成２０年度～２４年度

ま   まで）に、死傷災害を１５％以上削減させることを目標としており、何としてもこれを達 

   成する必要があります。 

 ２．平成２３年における休業４日以上の労働災害は、１，４０６件（うち死亡災害１８件）と 

   昨年より１６件、率にして１．２％増加しております。特に第三次産業における労働災 

   害は６００件と全産業の４割を超え（図１参照）中でも商業が１７２件（全産業の１２％） 

   と最も多く上記計画の数値目標達成も厳しいことから（図２参照）、小売業を中心とし 

   た商業における労働災害防止対策を講じていく必要があります。 

 ３．そこで、中原労働局長より長崎県中小企業団体中央会 武藤会長及び長崎県商工 

   会連合会 宅島会長に対し、労働災害防止の要請を行い、傘下事業場に対して注意 

   喚起を図るよう依頼しました。 
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